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第１ 新たな改革に向けて 

 １ 新ষ政改革উラン策の意拣（ະ຺） 

◯急激な少子化による「人口減少」と「超高齢社会」が到来し、人口減少による歳入
減、高齢化に伴う社会負担の増加など、様々な問題がೃ挡される中で、当市におい
てもこれらを効果的に解決し、来に負担を残さない、将来をৄྚえたষ政を構築
していかなくてはなりません。 

◯地方公共団体それぞれが、将来に向けて希望が持てるような「まちづくり（何をや
るか）」と、これを推進するための「体制づくり（いかにやるか）」について、こ
れまで以上に、勛റ的なビジョンのもと進める必要があります。 

◯卜ফ২、まちづくりの展望を示した坂東市総合計画「ばんどう未来ビジョン」を策
定しました。現在、この計画に基づき、各種施策を展開しています。 

（শ期ビジョン：2017-2037 勛റプラン：2017-2021） 
◯このビジョンによるまちづくりを着実に実施し、効果をあげるため、第 3 次ষ政改

革大ഹ・実ষ計画の計画期間（2015-2019）を２ফಢೠし、坂東市新ষ政改革উ
ラン（2018-2021）を策定するものです。 

 

 ２ ষ政改革の経ૌ 

◯平成 17 ফ３া 22 の合併以ఋ、これまでに第 1 次から第 3 次までのষ政改革大
ഹ及び実ষ計画を策定し、取り組んできました。 

◯これまでの取り組みの中で、市ড়サービスの向上、業務の効厾化などについて一定
の成果がみられましたが、具体的な取組や効果が勘厝分なものもみられます。 

◯第 3 次ষ政改革大ഹ・実ষ計画では、36 項目の推進項目及び追加 6 項目について、
53.1％が何らかの効果ありと認められましたが、全庁的な取組体制や進ষ管৶に課
題を残しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（当市における総合計画及びষ政改革大ഹ・実ষ計画の状況）
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 ３ 当市をとりまく現状と課題 

（１）人ઠ・捪高ೡভの進ষ 

◯当市における総人口のピーク（合併前の岩井市・猿島町合算分を含む）は、1995 ফ
（平成 7 ফ）で、人口は 59,738 人、高齢化厾 15.5％となっていましたが、2015
ফ（平成 27 ফ）では人口 54,087 人と人口減少が進むとともに、高齢化厾について
も 26.7％となり、10 ポイントを超える上昇となりました。 

○今後、団塊の世代が後期高齢者（75 歳以上）となる 2025 ফ問題が目前に迫るなか、
বয়社会保障・人口問題研捨所の推計では、当市の人口は 2037 ফ（平成 49 ফ）に
43,642 人、高齢化厾 32.2％となり、ಌなる人口減少・超高齢社会が進ষすると試
算されています。生産ফ齢人口の減少による税収減、社会、地域の担い手勘拒、社
会保障（挨探・介護）を支えるための費用やそれを支える人材、家庭に係る負担増
など、関連する様々な問題に対応していかなければなりません。 
 
 

（２）厳しさを増す財政状況  

◯卐ফの大規模事業（庁舎、その他公共施設）への匐資や広汎な事業展開により、平
成 26 ফ২に 232.4 億円であった地方債現在高は平成 28 ফ২において 309.９億円
となり、また経常収支比厾においても 89.4％から 92.3％へ上昇するなど、市財政
の硬直化が進んでいます。 

◯当市が負担する社会保障関係費は平成 26 ফ২において 64.8 億円となっていました
が、平成 28 ফ২においては 68.4 億円となっています。今後、ಌなる高齢化厾の上
昇などにより、これらへの財政負担の増加がৄ匸まれます。 

◯当市では合併後 10 ফが経厢し、これ以ఋ 5 かফ২をかけて、段మ的に合併算定替期
間が厖വすることとなります。これに伴い、平成 26 ফ২において 46.8 億円であっ
た地方交付税は、平成 32 ফ২には 37.7 億円（൜災挴掰関連交付সを揄くস厀で試
算）まで減少するৄ匸みであることから、今後ますます厳しい財政状況となるৄ通
しとなっています。 
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（３）公ુ施ਝ・ভॖンフラのഠᄺ化 

◯公共施設、道挢、上下水道等のഠᄺ化への対応が大きな課題となっています。当市
における公共施設のಌ新・改修費用を試算した結果、今後 40 ফ間で約 2,624.3 億
円（ফ平厀：65.6 億円）と、莫大なコストがৄ匸まれています。 

◯今後予想される人口減少に伴い、施設を保有し持管৶するコストの確保が大きな
負担となります。শ期的視のもと財政負担等を考ൟした改修やশํ挻化、匏用・
低匏用施設やഠᄺ化した施設等のあり方の検討など、適正保有挪へ向けた、ストッ
ク（ファシリティ）マネジメント（公共施設をはじめとした経営資源の最適化）の
取り組みが急務となっています。 

 

（４）地方創生や様々な施策への対応 

◯各自治体においては、地方創生による自য়的なまちづくりが求められています。人
口減少時代を迎え、市町村それぞれが持つྟৡを発信し、移住や定住促進に向けた
取り組みを進めるなど、都市間競争はফ々激しさを増しています。 

◯人口減少が進む一方で、地域課題やষ政ニーズは個厌化・細分化されていることか
ら、施策・事業の৭උと厦中をষい、挪から専門性や質にこだわった施策や業務の
実施を進めていく必要があります。また、市ড়協働の手法等を活用した地域課題の
解決などにより、匭くの市ড়が効果を実感できる施策展開を目指したষ政運営を進
めていく必要があります。 

◯ＩＣＴ（情報通信技術）はもとより、ＡＩ（人口知能）などの新技術については、
ষ政課題の解決やまちづくりにおいて、今後有用な手段となることが予想されるこ
とから、今後の動向を注視しながら、積極的な活用を進めていく必要があります。 
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（５）ষ政ઈ営ু法の転換 

◯これまでトップダウン型（上位下達型）中心による意思決定やষ政勢導によるまち
づくり・事業展開により、スピード感を持った施策や事業の早期実現が図られてき
た一方で、現場（市ড়・企業・ষ政）感覚やコンセンサスが勘厝分であったこと、
コンプライアンス（法ഥᏍ捿）の問題、透明性などにおいて課題を残す結果となっ
ています。 

○今後のষ政運営については、匭様な意ৄやニーズを、施策や事業にいかに取り入れ
るかが重要です。そのため、様々な場面における現場感覚を重視し、市ড়が勢叓の
ষ政運営手法へシフトし、まちづくりを展開していく必要があります。 

 ４ 新たな改革の必要性 

① 将来負担に備えた、身の丈に合うスリムなষ政経営（安定性・持続性）を目指す必
要があります。 

 ・人ઠやల来的なઽ੍ਂ拒にइ、ઌにやるべऌことをやるষ政 
 
② 質の向上を重視したষ政サービス・ষ政活動（高品質・高付加価値）を目指す必要

があります。 
 ・サービスや信頼感が高く、挪ेり成果を目した業務 
 
③ 様々な現場の当事者とともにつくるまちづくり（協働・共創）を目指す必要があり

ます。 
 ・課題やॽー६への効果的な対応。市ড়、੫業、ষ政の協働・৴掠 
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第２ 改革の基本方針（大綱） 

１ 基本方針 

（１）改革の目標 

「新たな改革の必要性」を踏まえて、「改革の目標」と３つの「改革の視点」を掲げ、 
ষ政改革の目的を明確にします。 
 
 

改革の目標 
 

みんなで取り組む スリムで質の高いষ政経営 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

プラン決定時に、図・写真等を掲載予定 
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改革の視点 –目標に向けて-  

 
ムダやロスのない「挪」の視点 
 

 
・財政ৡを高めて、スリムでコンパクトなষ政経営 
・単なる削減だけでなく、 

「ひと（人材・排ৡ）・もの（施設・道具）・かね（財源）」の最適な配分 
 
 
 
 
 

掫拒২や成果を高める「質」の視点 
 
 
・市ড়サービスの向上や結果の最大化 
・業務の能ৡを高め、発มするための改革 
 
 
 
 
 

みんなが関わり効果や負担を分かち合う「当事者」の視点 
 
 
・市ড়、企業、ষ政など、様々な「当事者」の課題に寄り添う改革 
・「改革のための改革」ではなく、「当事者」が効果を実感し、共感できる。 
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（２）改革の４つの柱 

  改革の目標に向けて、次の４つの改革を柱と位置付けます。 
それぞれの改革の柱について、重点項目を設定し、ムダやロスのない「挪」の視点、掫

拒২や成果を高める「質」の視点、みんなが関わり効果や負担を分かち合う「当事者」の
視点の３つの改革の視点により、取り組むこととします。 

 

①「みんなでつくる」市政改革 
 
○市ড়や੫業、੮体などあらゆる主体が参加し、役割を分担しながら、ચৡをมし

てまちづくりを進める協働型の市政への取組を進めます。 
 
 
＜重点項目＞ 
 
 ●すべての市ড়が活躍し、ともに進める市政 
 
  ・捘少ফ、匩性、高齢者、障がい者などあらゆる人が、市（まち）や地域の課題

解決に参加し、活躍する協働のまちづくりを進めます。 
 
 ●市ড়に信頼され、開かれた市政 
 
  ・市ড়への情報提供や情報の共有化を推進するとともに、市ড়との対匋の仕組み

を充実させます。 
 
 ●ড়間のৡを活かした市政 
 
  ・効果的・効厾的にষ政運営を進めるため、ড়間企業等の历れた知掟やノウঁウ

を活用します。 
 
 ●ਗからのৡを取りみ、৴掠する市政 
 

・他自治体等との連携による課題解決やシティプロモーション等により、外部（組
織・人）のৡをまちづくりに活用します。 
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②「後世に負担を残さない」財務改革 
 

○人ઠৎ৻に対応でऌる財政基ೕをનয়するため、歳入のન৳や歳出೪制、ల来
負担の೪制に資する取組をষい、財政ઽ੍の掕৸性を高めるとともに、歳入にৄ合
った歳出構造を構築します。 

 
 

 
 ＜重点項目＞ 
 
 ●公平性と創意工夫で取り組む歳入改革 
 

・市税及び税外厄স等の徴収対策を強化するとともに、ऴるさと納税制২や企業活
動などと連携した財源確保などに取り組みます。 

 
 ●॥ストを意掟し、৭උとૐরにेる歳出改革 
 

・費用対効果の視点を重視したスクラップ・アンド・ビルドの取組により、真に必
要な事業への財政匐資をষうともに、拙捉সなど様々な公費負担（支出）のあり
方について適正化を図ります。 

 
 ●経営的視点で取り組む財産改革 
 

・施設のশํ挻化や匏用、低匏用の保有資産（拋地・公共施設等）について、
持管৶コストのあり方や保有挪の適正化の視点を踏まえた、総合的なマネジメン
トをষいます。 

 
 ●総合的な財政構造の改革 
 

・শ期的な視のもと、持続性を担保した財政運営をষうとともに、市ড়に信頼さ
れるよう財務に関する情報の共有をষいます。 
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③「おもてなし」を体現するサービスの改革 
 

○顧客である市ড়の視点にয়ったষ政サービスを、効૨的、効果的に提供でऌるेう、
創意工夫のもと、継続的な改善を図るとともに、一人ひとりに寄り添う、心のこも
ったサービスを提供します。 

 
 
 ＜重点項目＞ 
 
 ●ਹで掫拒২の高いษઠサービス 
 
  ・来庁者の様々なニーズに対応した、匏で掫拒২の高い窓口（相談）体制を確

য়します。 
 
 ●ＩＣＴ等を活用したサービスの向上 
 
  ・マイナンバー（個人番号）制২やインターネット等の活用等により、各種手続

等の匏性を高めます。 
 
 ●細やかで丁寧な市ড়サービスの提供 
 
  ・匭くの人がサービスや制২を匏用できるよう、内容の改善を図るとともに、必

要とする人が、適卲にষ政サービスを受けられるよう、アウトリーチ（来庁が
難な市ড়を想定したサービス）体制等の充実や、匏用しやすい仕組みづくり・
情報提供に努めます。 
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④「ৡਘい市役ਚ」をつくる組織と人材の改革 

 
○拘られたষ政資౺を効૨的・効果的に活用し、様々なষ政（市ড়の）課題に対 

して、的નに対応する体制をનয়するため、市役ਚの業務৸ಹについてৄઉしをষ
い、業務の最適化と人材・組織の活性化に資する取組をষいます。 

 
 
 ＜重点項目＞ 
 
 ●効૨的に質の高い捸事をするための業務改善 
 
  ・真に必要なことを効厾的に実ষする業務方法（プロセス）への転換を目指して、

イノベーション（技術革新）の活用など、様々な視点から全庁的な改善をষう
とともに、現場の課題解決に資する取組をষいます。 

 
 ●意欲高く活躍する職員ৡの向上 
 
  ・人事評価制২の適正な運用、職員研修の充実による、意ඟ・能ৡの高い職員の

育成や専門性の高い職員の確保等をষうとともに、ワーク・ライフ・バランス
の推進や職場環境の改善充実等により、能ৡが発มできる環境づくりをষいま
す。 

 
 ●化に対応する組織ৡのਘ化 
 

 ・新庁舎における業務ষ体制の検卨、ষ政課題への取組強化等の視点に基づき、
組織機構の改革をষうとともに、テーマओとに沿った部局叅友、トムアップ的
な課題解決など、ฑໞで効果的な組織の運用をষいます。 

 
 ●捦ਃ拻৶体制のਘ化 
 

・大規模自然災害発生時や緊急時などに対応できる捦機管৶体制を構築するととも
に、বড়保護、情報セय़ュリティやコンプライアンス、新感ഉඪなど、新たな捦
機管৶上の課題に対応できるような、体制の整備をষいます。 
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２ 改革の推進方法 

（１）推進期間 

坂東市新ষ政改革プランは、ばんどう来ビジョン勛റプランとの連動を図るため、
2018（平成 30 ফ）2021ع（平成 33 ফ）を推進期間とします。 

 

（２）推進体制 

①坂東市ষ政改革推進本 
市শを本部শとする「坂東市ষ政改革推進本部」を中心に、取組・進捗状況の確認、取

組成果等の進ষ管৶をষい、全庁的にষ政改革に取り組みます。 
 
②各課・職員 
 各課においては、坂東市ষ政改革推進本部本部শの指示のもと、所管する業務等につい
て改革の取組をষうとともに、取組状況を推進本部に報告します。所属শは、改革の成果
が得られるよう、所属の職員全員への周知や浸透を図るとともに、職員一人ひとりが改革
への参加意掟を高め職務にಏみます。 
 
③坂東市ষ政改革༦挫ভ 

市ড়の代表者などで組織する「坂東市ষ政改革༦談会」で、ষ政改革大ഹの推進状況に
ついて定期的に報告を受けるとともに、ষ政改革大ഹの推進について必要な捉匟をষいま
す。 

 
（３）アॡ३ョンউラン（ৰষੑ）の策 

基本方拏（大ഹ）の具体的な項目を推進するため、アクションプラン（実ষ計画）を策
定します。アクションプランでは、ফ২厌のスॣジュールを設定するとともに、「改革の
視点」に沿った目標や成果について、可能な拘り「ৄえる化」に努めます。 

 
（４）進ষ拻৶ 

アクションプランは、継続的なＰＤＣＡサイクルにより、必要なৄ直しや改善をষいま
す。このサイクルは毎ফ২、改革の視点で示した３つの視点に基づき、目標の達成状況等
について評価をষい、実施することとします。 

 
（５）進捗状況の公表 

市のホームページや市政情報コーナーなどにおいて、毎ফ、取組項目の進捗状況をわか
りやすく公表するものとします。 
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第３ 改革のアॡ३ョンউラン（ৰষੑ） 
１「みんなでつくる」市政改革  

○市ড়や企業、団体などあらゆる勢体が参加し、叓厎を分担しながら、能ৡを発มしてまち

づくりを進める協働型の市政への取組を進めます。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課 掲載頁

① すसての市ড়が活躍し、ともに進める市政

1 拥議会等における匩性委員のః用厾の向上 市ড়協働課 17
2 バンドウミライ楽考の充実及び卒業生との連携 市ড়協働課 18
3 捘少ফの社会参加の推進 市ড়協働課 19
4 市ড়活動の活性化について 市ড়協働課 20
5 農業担い手確保 農業政策課 21
6 畑地帯総合整備事業による担い手の育成や支援 農業政策課 22
7 道挢の捧制২の活用 道挢課 23
8 地域で支える家庭の教育ৡ向上 生涯学習課 24
9 市ড়協働型「みどりのさと」൫生化プロジェクト 生涯学習課 25

② 市ড়に信頼され、開かれた市政

10 市ড়の市政への৶解と参加の促進（市ড়の拨） 秘書広聴課 26
11 市ড়の市政への৶解と参加の促進（厅শ༦談会） 秘書広聴課 27
12 市ড়への情報発信（広報紙の発ষ等） 秘書広聴課 28
13 効果的な情報発信体制の構築 企画課 29
14 議会情報発信の改善・充実 議会事務局 30

③ ড়間のৡを活かした市政

15 連携協定を活用した防災体制の強化 交通防災課 31
16 効果的な厑ড়連携手法等の推進 企画課 32
17 放課後児童クラブ運営委託に向けた取組 子育て支援課 33
18 地域匏施設 ড়間活ৡの導入 都市整備課 34

④ 外からのৡを取り匸み、連携する市政

19 関係人口を増やすシティプロモーション 企画課 35
20 ළ水叀৶の事業運営に係る「広域化・共化計画」の策定 下水道課 36
21 効果的なメॹィアの活用による知匷২向上・事業等35 資厄館 37

重点項目・取組項目
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２「後世に負担を残さない」財務改革  

○人口減少時代に対応できる財政基ೕを確য়するため、歳入の確保や歳出೪制、将来負担の

೪制に資する取組をষい、財政収支の健全性を高めるとともに、歳入にৄ合った歳出構造

を構築します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課 掲載頁

① 公平性と創意工夫で取り組む歳入改革

22 広告財源の確保（広報紙・市ホームぺージ） 秘書広聴課 38
23 市税の課税客体の的確な把握の強化 課税課 39
24 個人住ড়税（特厌徴収分）等の納付の匏向上のための取組 収納課 40
25 市税の徴収厾向上のための取組 収納課 41
26 市税の納付の匏向上のための取組 収納課 42
27 新たな広告財源の確保（施設等） 企画課 43
28 新たな広告財源の確保（コミュニティバス広告匏用） 企画課 44
29 坂東市ऴるさと応援寄ဟ制২の活性化 企画課 45
30 企業誘致の促進（坂東インター工業団地） 特定事業推進課 46
31 拙捉制২の積極的な活用（বড়健康保叁・保健事業） 保叁ফস課 47
32 介護保叁厄収納厾の向上 介護福祉課 48
33 農業厦叉ൾ水却用厄の口ౠ捽替への厭ಌ 下水道課 49
34 水道厄স納付に関する匏性向上のための取組 水道課 50

② コストを意掟し、৭උと厦中による歳出改革

35 市拙捉স制২の卭構築 企画課 51
36 定期イベント等の事業評価 企画課 52
37 計画的な事業・施策の実施と総点検（実施計画・ষ政評価） 企画課 53
38 市の外郭団体（出資団体）等のチェック強化 企画課 54
39 リサイクル・リユースの向上 生活環境課 55
40 ಖ卡障害者挨探捉成স支捚の適正化 社会福祉課 56
41 効果的な手法による子育て情報の発信（子育てガイドブック） 子育て支援課 57
42 要介護認定厾の低位安定化 介護福祉課 58
43 拼ᅡশํ挻化修ሂ計画に基づく修ሂ等の実施によるষ政コストのೠ減 道挢課 59
44 厦客包のఁ大及び拙捉সの削減 市ড়ఠ楽ホール 60
45 市拙捉স等のチェック強化（財政援捉団体の監査） 監査委員事務局 61
46 監査基準の整備・充実 監査委員事務局 62

重点項目・取組項目
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３「おもてなし」を体現するサービスの改革  

○൹客である市ড়の視点にয়ったষ政サービスを、効厾的、効果的に提供できるよう、創意

工夫のもと、継続的な改善を図るとともに、一人ひとりに寄り添う、心のこもったサービ

スを提供します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課 掲載頁

③ 経営的視点で取り組む財産改革

47 公共施設等総合管৶計画に基づく「個厌施設計画」の策定 管財課 63
48 匏用（低匏用）地等の叀分（匉ే）と適正な匏活用 管財課 64
49 市営場における匓管৶ 生活環境課 65
50 公共下水道事業ストックマネジメントの実施 下水道課 66
51 配水管挢の水調査による有収厾の向上 水道課 67
52 学校施設に関する計画的な改修計画の検討 学校教育課 68
53 শํ挻化計画の策定及び計画に基づく改修 ব体・厲捃・スポーॶ捽掰課 69
54 持続可能な施設の在り方（総合卽化ホール 総合管৶計画） 市ড়ఠ楽ホール・図書館 70

④ 総合的な財政構造の改革

55 地方公会計制২ 財政課 71
56 財政収支ৄ通しの作成、公表 財政課 72
57 下水道事業の公営企業会計適用 下水道課 73

重点項目・取組項目

担当課 掲載頁

① 匏で掫拒২の高い窓口サービス

58 結婚支援（相談）事業の一元化 秘書広聴課 74
59 相談体制の充実（市ড়相談） 秘書広聴課 75
60 確定申告業務の改善・向上 課税課 76
61 各種申請・手続きに関する匏性の向上 企画課 77
62 匏用しやすい窓口環境の整備 市ড়サービス課 78
63 さしま窓口センターでの窓口サービスの周知と対応 さしま窓口センター 79
64 申請のしやすい環境づくり�挨探福祉費：自౧の場合のഀの匚റ� 保叁ফস課 80
65 坂東市子育て世代包括支援センターの開設 健康づくり推進課 81

重点項目・取組項目
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４「ৡਘい市役ਚ」をつくる組織と人材の改革  

○拘られたষ政資源を効厾的・効果的に活用し、様々なষ政（市ড়の）課題に対して、的確

に対応する体制を確য়するため、市叓所の業務全ಹについてৄ直しをষい、業務の最適化

と人材・組織の活性化に資する取組をষいます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

担当課 掲載頁

② ＩＣＴ等を活用したサービスの向上

66 マイナンバーढ़ードの匏活用 市ড়サービス課 82
67 施設予約システムの導入 ব体・厲捃・スポーॶ捽掰課 83

③ 細やかでഛႠな市ড়サービスの提供

68 公園パンフレット・案内看板（公共サイン）の作成 都市整備課 84
69 ICT技術の活用による細やかな図書館サービスの提供 図書館 85
70 匏用者目拓のৄ直しや改善�資厄館へのアクセス検討� 資厄館 86

重点項目・取組項目

担当課 掲載頁

① 効厾的に質の高い仕事をするための業務改善

71 職員提案制২のৄ直し 総務課 87
72 自治体クラウドの導入 総務課 88
73 業務の効厾化（53$の導入） 総務課 89
74 ペーパーレス会議の導入 総務課 90
75 業務の状況調査と総点検 企画課 91
76 効厾的な地ආ調査事業の推進 農業政策課 92
77 申請受付マニュアル作成の改善・充実 商工観光課 93
78 イベント進ষマニュアルの改善・充実 商工観光課 94
79 会計マニュアルのಌ新 会計課 95
80 会計業務合৶化の検討 会計課 96
81 議会事務マニュアルの改善・充実 議会事務局 97
82 各校と連携した学校事務事業改善の実施 学校教育課 98
83 教職員等の負担軽減と充実した教育環境づくり 指導課 99

重点項目・取組項目
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担当課 掲載頁

② 意ඟ高く活躍する職員ৡの向上

84 人材育成基本方拏のৄ直し 総務課 100
85 ワークライフバランスの推進 総務課 101
86 接遇マニュアルに基づく対応の実施 総務課 102
87 定員適正化計画 総務課 103
88 窓口サービスの質の向上のための人づくり さしま窓口センター 104
89 坂東市保健師人材育成計画に基づいた保健師の質の向上 健康づくり推進課 105
90 職員の技術・知掟の向上（開発指導関連） 都市整備課 106
91 職員の知掟・技術向上のための取組 農業委員会事務局 107

③ 厭化に対応する組織ৡの強化

92 組織・機構の改革 企画課 108
93 坂東インター工業団地専用水道捚水及び施設管৶業務 特定事業推進課 109

④ 捦機管৶体制の強化

94 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 交通防災課 110
95 災害の際の避難所等の設営 社会福祉課 111
96 教育委員会と学校との連携の強化（コンプライアンス） 指導課 112

重点項目・取組項目


